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公営プールのサー ビス圏に関する研究
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Abstract

The territory of a public swimming facility which is located in the eastern suburbs of

1'okyo was determined.'I}te data of the addresses of the applicaDts for swimming classes

were collected. The number of the applicants was counted in each division (the smallest

adnrinistrative divisioD) on the basis of their addresses. ,All dMsions were classified inlo five

zones bas€d oo the distance from rhe facility. The distribution of the applicants' addresses

was compared with that of the area service users'adresses which were collecled in the

early study. Tbe percent of the applicants iD distant divisions was higher than that of the

uscrs from distaDt divisioos. Thus the territory for the s\*imming class uscrs was largcr

lhun lhat for lhc area service users.
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目 的

現在の日本においては,高齢化社会への移行や

労働環境の変イヒによつて増カロした余暇時間を有意

義に活用して,生活の質を高めていくことが重要

な課題 となっている。生涯スポーツの推進はこの

課題を達成するための有効な手段の一つである。

生涯スポーツを推進していくためには,ス ポー

ツを実施する場 (ス ポーツ施設)を確保すること

が必要である。スポーツの場は,すべての住民に

対して平等に提供されるべきである。一方で社会

全体の資源の分配の問題を考慮すると,スポーツ

施設の配置は無駄のないように効率的に行わなけ

ればならない。同一lJL区 に複数のスポーツ施設が

隣接していて,ど ちらかの利用率が悪いとい う状

況は好ましくない。スポーツ施設の配置を適正に

行うためには,スポーツ種目に対する住民のニー

ズを把握することと同時に,特定の施設がどれだ

けの範囲から利用者を集めることができるのかを

知ることが必要である。いいかえれば,スポーツ

施設のサービス圏を知ることが必要である。サー

ビス圏は地域ごとに,ま たスポーツ種目ごとに異

なっていると考えられる。中村 (1977)は ,東京

都下の公営の体育館の誘致距離を求め,エ リア・

サービスの利用者の場合には時間距離にしておよ

そ20分 ,スポーツ教室の利用者の場合にはおよそ

30分 とした。N iinaら (1993)は ,東京都江戸州

区スポーツセンターの屋内プールの一般開放の利

用者の住所をFIR査 し,サービス圏をおよそ2h圏

内とした。本研究では,N Hnaら (1993)と 同一

の施設を対象とし,水泳教室の場合のサービス圏

を明らかにすることを目的とした。

方 法

調査対象施設は江戸川区スポーツセンター屋内

プールであり,営 団地下鉄東西線葛西駅より約300

mの距離にある。データとして,成人を対象 とし

て1992年 10月 現在において当施設が開設している

水泳教室に対する応募者の住所を用いた。受講者

でなく応募者の住所を用いたのは,応募者の方が

需要をより正しく反映しているからである。合計

で974名 の応募者の住所が分析に用いられた。応

募者は江戸り1区内在住・在動者に限られていた。

一般開放の利用者 との比較をするために,N inna

ら (1993)の方法に準して,江戸川区内の各町・

丁目ごとに応募者数を集計した。さらに,施設か

らの距離に応じて各町・丁目をZONElか らZ

ONE5ま でに分類し,ZONEご との応募者数

も集計した。ZONE分 けの基準は

ZONEl:D<500m
ZONE2:500m<D<1000m
ZONE3:1000m<D<1500m
ZONE4:1500m<D<2000m
ZONE5:2000m<D

である。ただし,Dは町・丁目の中心と施設との

距離を表す。

図 1はそれぞれのZONEに 属する町・丁目を

図示したものである。人口の違いを補正するため

に,1998年 1月 現在の人口に対する応募者数の害1

合を計算した。一般開放の利用者との比較の際に

χ
2独立性検定を用いた。
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図1 各ZONEに属する町、丁目の分布
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図2 水泳教室応募者数の人口比の分布
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図3 -般 開放利用者の人口比の分布
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表 l ZONEご との一般開放利用者、水泳教室応募

者数の分布

度数

ZONE3 期待魔菫

残差

54       239
532      2398
08     ‐08

２９３

２４ ６

度致

ZONE4 期待度数

残差

32        144
319      1●41
01       _ol

‐７

４

度敗
ZONES 期

`t,t数

36

577
３‐
χ

２８
ω
祉

216
|■,J ・.     182

97●        1190
818    1∞

chi、 qunre‐ 1803
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p‐ 0∞ 12

表 2 -般 開放利用者と水泳教室利用者の20NEご

との分布の比較
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結 果

図 2は応募者の人口比を図示したものである。

凡例中のRは応募者数の人口に対する害l合 (%)

を表す。N innaら (1993)は ,Rの値の0.5き ざ

みによる段階分けを行つたが,本研究ではデータ

数が974と 多くなつているため,段階分けのため

のRのきざみ幅を4.51倍 した。図 3に N innaら

(1993)に よる二般開放利用者の場合を示した。

図2において,施設から遠いにもかかわらずRの

値の高い地区 (一之江町,二之江町,臨海町 3丁

目)があるが,これらの地区はいずれも人口が少

なく (それぞれ409,774,5),応 募者数のわず

かな変動によつて,比率が大きく変化してしまう

可能性がある。これらの地区を無視すると,施設

からの距離が増加するにしたがつて人口当たりの

応募者数が減少する傾向にあるといえる。

表 1に ,ZONEご との水泳教室応募者数,一

般開放利用者数の分布を示した。水泳教室の応募

者の方が, ZONE5からの害1合が高いことが分

かる。人口比を見ても,水泳教室の応募者の方が,

距離による比率の低下の割合が少ない。表 2に χ2

検定の結果を示す。5%水準で有意であることが

分かる。

考 察

ZONEご との水泳教室応募者数,一般開放利

用者数の分布の比較から,一般開放に比べて水泳

教室の場合にはより遠方からの利用者を集めるこ

とができることが分かった。このことは,中 村

(1977)の結果を支持するものである。生涯スポ

ーツの場としてプールを提えた場合に,次のよう

な役害1分担が考えられる。公営の大規模なプール

は水泳教室を多く開講して生涯スポーツとしての

水泳の導入の場とする。公営の小規模なプールや ,

民営のプールの自由遊泳時間は運動習慣を日常生

活に定着させる場とする。このような役割分担が

できるように公営のプールの新設や既存のプール

の性格付けを行うことが必要であろう。
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